












(4)グ ローバル化の中の新 しいM&Aの 特微




② 改めて地域主義 としてのEU通 貨統合と
は何かを吟味する。










5.あ とがき一 グmバ ル化 の中で,こ の日
本 と地域 を どのよ うに位置づ けた らよい
か一一一
1.ま えが き いま世界経済 にとって問わ
れているもの一一
1980年 代 の先進 国の経済構造 は大 き く変化 し
た。 それは,先 進資本主義諸国の経済体質 の変化
だけでな く,80年 代末 には,旧 ソ連 ・旧東欧の社
会主 義体制 の崩壊 とい う事態 に直面 した ことに
よ って明 らかである。
米国 の保守 的エコノ ミス トの一部 の方 は 「資本
主義が勝利 したで はないか」 と社会主義経済体制
を痛烈 に批判 した。 はた してそうか。単純 な思考
方法 では,こ の問題 を受け止 め られないのではな
いか。た しかにいまも記憶 に新 しいのは,89年11
月9日 のベル リンの壁 の崩壊 で あ り,89年 ～90
年 にか けて東欧社会主義体制 は激動 した。 ポーラ
ン ド,ハ ンガ リー,東 ドイツ,ブ ルガ リア,チ ェ
コスロバキア,ル ーマニアの各国 におけ る新政権
の誕生 は,東 欧の 「民主革命」「市民革命」の表明
であったといわれた。従来の共産党一党独裁か ら
複数指導制への移行,民 衆の 自由,平 等,民 主,
参加 への主体 的要求 を何 と受 け とめ るべ きな の
か。社会主義政権 はなぜ下 か らの民衆 の自由,平
等,民 主,連 帯の諸要求 を吸収 して統治をで きな
か ったのであろ うか。 さらに ソ連 の ゴルバチ ョフ
のペ レス トロイカの路線 は,結 果的 には社会 主義
体制か ら市場社会体制e自 由主義市場経済体制 へ
の移行を もた らした。
こう した事態 は,同 時 に資本主義世界 のグm
バ リズムのあ り方,そ の中で先進国の資本の相互
浸透 の中で,展 開 された リージョナ リズムのあ り
方 自体 も問われて いるといって もよいであろう。
ただ共通にいえ ることは,1980年 代後半 にな っ
て,世 界経済の グmバ リズムの波 は,従 来の2
つの体制のあ り方の本質を変革 させるような事態
を もた らした ことは事実であ る。 だか らこそ問題
は,従 来のパ ラダイムの喪失であ ると同時に新 し
いシステムの創造 にあるので はないか。
レス ター ・C・ サ ローは,『 資本主 義 の未来』
(TheFutureofCapitalism,1996.)の 第1章 のテー
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マである 「新 しいゲーム,新 しいルール,新 しい
戦略」の中で,「 今 日,世 界は平衡断絶期 にあり,
経済 の五つのプ レー トが同時 に動 きなが ら変化が
進行 して いる。 この平衡期が終わ るときには,新
しい戦略 を必要 とす る新 しいルールの新 しいゲー
ムが生 まれている」 とい う。 ここで経済の5つ の
プレー ト,す なわち(1)共産主義 の終わ り,② 人間
主体 の頭脳産業 の時代,(3)人 類が経験 したことの
ない人 口の動態,(4)グ ローバ ル経済,(5)覇 権国家
が ない時代を あげ,「 地球 中心部 の どろ どろ した
マグマが大陸プ レー トを動 か している」 とし 「経
済世 界の形を決定 している経済の5つ のプレー ト
は,技 術 とイデオ ロギーが混 ざ り合 った流体 の上
に浮かんでいる。技術 とイデオ ロギーの変化 と,
その相互作用 によって,経 済 プレー トを動かす流
れが生 まれる」(同書,山 岡洋一,仁 平和夫訳,TB
Sブ リタニカs22ペ ージ)と い う。
問題 は,経 済 の5っ のプ レー トが相互に どのよ
うに係わ りを もってい るかが明 らかで はない。だ
が,社 会主義体制 の崩壊 とグローバル経済の進行
をあげている点では,一 面で筆者の考 え方 と共通
している。 その中味の展開 は,わ た くしと違 って
いる。 いずれ に しろ,世 界 システムにおける社会
主義 の崩壊 は,同 時に資本主義の体質の変革を も
促す ことにな るであろ う。一方 「グローバ ル経済」
については,「 こん ご,技 術,輸 送,通 信の進歩 に
よって,地 球上 のどこでで も,何 で も作れ,地 球
上 のどこでで も,そ れを売れ る世界が出現す る。
国民経済 は色 あせて い く,世 界的 な視野 をもっグ
ローバ ル企業 と,『国内の』有権者 の福祉 に力を入
れ る政府 との間 には,深 い ミゾがで きる。国境 は
意味がな くな り,地 域貿易 ブロ ックが発展 し,グ
ローバ ル経 済 は さ らに緊密 の度 を強 めて い く」
(訳書,21ペ ージ)と い う。
わた くしはこの点の指摘を重視 したい。 とい う
のは,1980年 代後半 の世界経済 は,先 進国の経済
を グローバル化の方向に導 いた。 この ことは世界
経済 のあり方 を変えただけでな く,各 国民経済 の
体質 を変化 させ,国 民経済 の黄昏 を もた らし,先
進国,中 進国の 「多国籍企業」のあ り方 を も変え
たとい って よいで あろ う。 この点につ いては,わ
た くしは 『転機にたつ世界経済』(新評論1992年)
の中で明 らか にして きた。
こう した世界経 済 の グローバ ル化 の進 行 の中
で,わ た くしは世界経済 におけ る数か国を こえた
経済協力,関 税をな くし,か っ商品 と資本 と労働
力 の自由化を 目指 したECの ような リー ジョナ リ
ズムの発展 を考 えて きた。それ は90年 代 に入 っ
て,NAFTA,APECに み られ る貿易 と投資
の 自由化を具体化 した地域経済協力,さ らに華南
経済圏 などにみ られる地域経済協力圏 の課題 さ
らに1980年 代 か ら国民経済 内部 における地域経
済協力,国 民経済 を こえた地域経済協力,例 えば
華南経済圏 にみ られ る香港 と中国の広州,台 湾 と
福建省 との問のそれぞれの地域経済協力の諸問題
に示 されている。 さ らに最近 の環 日本海経済協力
圏につ いて も注 目すべ きで あろ う。 すなわち国連
開発計画(UNDP)の 場で,91年 末,中 国,韓 国,
北朝鮮,ロ シア,モ ンゴルの間で,北 朝鮮,ロ シ
ア,中 国 の国境 を流れる図椚江(北 朝鮮名豆満江)
流域共同開発の計画などにみ られ るそれぞれの経
済 のメ リッ トといわれる,資 源,技 術,労 働力,
資本,土 地 を提供 して,地 域経済力 を促進す る動
き,さ らに,経 済 の北九州,中 国東北部,韓 国,
台湾などを主体 とした地域経済協力など,国 民経
済を こえた地域経済協力の課題 などをどのよ うに
考え るべ きか。新 しい参加国の特性を踏 えた協力
関係を注 目 したい。
こうした問題認識 を踏えて,第1に 改 めて世界
経済 におけるグローバル化 を どのよ うに考え るべ
きなのかを課題 としたい。第2に,激 動 する世界
経済 の中で,国 民経済を こえた地域経済協力 をど
のように受け とめ るべ きか,こ の場合,EC,N
AFTA,APECに おける国際地域経済の協力
の論理 を考えてみたい。第3に,世 界経済 の中で,
日本経済 の対応 と足元の地域経済 のあ り方を考え
てみたい。
2.世 界経済 におけるグローバル化 とは何か
(1)世 界貿易 と直接投資の増大
1980年 代 における世界経済 の主要 な特徴 は,先
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進 国の直接投資の増大 にあ った。
この直接投資 の増大 は,世 界経済 のグローバ リ




80年 代 は,好 ・不況 の世界景気循環 の中で世界
経済の 「一体化」,グ ローバル ・エコノ ミーの深化
の時代になった。先進国間 における資本 の相互浸
透,世 界経済 におけるM&Aの 激増を通 じた資本
の統合 と再編,世 界貿易 の不均等発展,と りわけ
先進国間貿易,先 進国 と中進国,中 進国間,先 進
国 と途上国間の貿易 は増大 し,同 時 に先進国間に
おける貿易摩擦 は深刻であ った。 とくに日米貿易
摩擦 は,構 造的性格 をおび,米 国の対 日貿易 の大
幅の黒字批判 は厳 しか った。
ここで,世 界経済の グローバル化 の事実関係を
指摘 してお く。第1の 特徴 と しては,製 品貿易が,
80年 の56%か ら89年 の74%に 増大 した。この製
品貿易の拡大 は,米 国,日 本,EC(現 在EU)な
ど先進国の多国籍企業中心 に展開 され,80年 ～89
年 の製品貿易の拡大 は,先 進国 と途上国 の格差 を
増大 させた。先進 国間 にお け る製品貿易 の拡大
は,各 国の国民経済の国際化 を促進す る。それは,
先進国内における輸 出商品生産を増大す ると同時
に輸入商品を も増大す るシステムを作 るが,日 本
と米国の場合 は逆である。 日本の輸 出が米国の輸
入の増大 とい うア ンバ ランスを示 した。基本的 に
日本の一方的貿易黒字 の増大 を もた らしたのに対
して,米 国 は貿易赤字の増大 とな り,89年 には,
日本 の国民経済 の体質 を改革するような内需拡大
を要求 した。もちろん,1994～6年 にかけて は,日
本 の対米貿易の黒字幅 は低下 し,日 本の米国か ら
の輸入品が相対的に増大 した(こ の時点で米国の対
中貿易が大幅赤字 になり,厳 しい問題をおこしてい
る)。 こうした傾向を示 したの は,89年 の日米貿
易の構造協議 に基づ く米国による日本の内需拡大
策であ った。 この点は,あ とで述べ る。
先進国間 における製品貿易の増大は,関 係各国
の港湾における取扱量 を増加 させ,国 際的生産,
流通,消 費 を促進 し,か つ コス トの低減化のたあ
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にコ ンテナ貨物輸送 を増大 させた。同時に半導体
など軽薄短小型のための空輸 の貨物取扱量を増大
させた。世界経済 における生産,流 通,消 費 の増
大が陸運,海 運,空 運 の交通体系 に革命を もた ら
した。先進国の国民生活 における外国商品利用,
消費需要 の増大化,そ れ は廃棄物 量 の増大 とな
り,新 しい廃棄物処理場 の限界による悪臭,有 害
物 質(例 えば ダイオキシンなど)の 発生 によ る公
害,私 害を拡大再生産 した。
80年 代 のグローバ ル化 を促進 したのは,サ ービ
ス貿易 の増大 にあ った。70年 に57億 ドルで あっ
たサー ビス貿易 は90年 に600億 ドル以上,約10
倍の増大であ った。 その内容 をみ ると,運 輸,通
信,金 融,保 険,エ ンジニア リング,コ ンサルタ
ン ト技術料,労 働所得,旅 行費用な どの急速 な増
加であ り,そ れ らは,グ ローバル化を促進 した。
運輸,通 信,金 融,旅 行費用の増大 は,物 の 自由
化,情 報 の自由化,カ ネの自由化,人 間 の短期,
中期,長 期 の自由旅行 だけでな く,部 分的に労働
力の移動 と部分的な定住化 を促進 したのであ る。
サー ビス貿易の拡大 は,製 品貿易 と相乗効果を
もた らし,サ ー ビス経済化 の国際的展開をみせ る
ことになった。経済 のグローバ ル化 は,サ ー ビス
経済化,ソ フ ト経済化 の比重 の増大 となって表面
化 させた ことを改めて確認 しておきたい。
世界経済 における製品貿易,サ ービス貿易 の増
大 の背景 には,関 連企業のそれぞれの分野におけ
る激烈 な価格競争,商 品変質競争の変化,サ ービ
ス競争を展開 し,市 場獲得をめざ していることに
変 わ りはない。
もちろん,こ こで世界貿易の増大を総体的 に,
そのメ リットとデメ リッ トを整理 してみなければ
な らない。
貿易量の増大 は,先 進国の グローバル化 を通 じ
て相対比較優位 の商品 に傾斜す ることによって,
効率的生産を可能 にするが,そ れが限界を こえる
と,負 の効果を もた らす ことになる。市場経済 の
論理 は,た えず こうした二面性 を もっている。
世界貿易 の拡大 は市場拡大を もた らし,生 産の
拡大 を誘因 し,規 模 のメ リッ トによる価格低下を
もた らす と同時に,技 術 やノウハ ウの開発 によっ
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て企業 の多種多様な商品の生産を可能 にする。一
方,こ のシステムは消費者 にとって安価 な商品の
選択 を可能 にす る。 この点 はメ リッ トである。 だ
がデメ リッ トを も伴 う。政府が貿易管理 によって
関税率 を維持す ると,消 費者物価 は低下せず,消
費者 の利益 にな らない。 したが って,政 府 は生活
者の論理に立 って消費者価格 を低下 させ る政策を
たえず もっべ きであろう。
さ らに低関税率 のもとで は,輸 入 品が増加 し,
その国の関係商品 との競争力 を高め,物 価 を引 き
下 げる効果を もっている。 さらに為替の操作,為
替の変動 などによって も物価変動 にイ ンパ ク トを
与え る。例 えば円高 ドル安 の構造下 において,輸
入品の価格 は低下 する。だが円高差益還元を しな
いときは,価 格 は低下 しない。 だか ら消費者 の価
格監視が必要 なのであ る。
こうしてみ るとグローバル化 の進行 は,貿 易上
の増大,そ れ も製品貿易,サ ー ビス貿易の増大 に
連動す る。それはメ リッ トと同時にデメ リッ トを
もた らす ことがある。国際競争力の強 い企業 は生
産を拡大す ることができる。 だが弱小企業 は生産
を縮小 し,雇 用機会 を縮小 し,失 業を もた らすメ
カニズムを もっている。
なお,こ れまでのグローバル化 の基本構造 は世
界貿易の増大,と くに製品,サ ー ビス貿易の増大
にあった ことを中心に展開 して きた。 それは各国
の国民経済の国際化を拡大 した。 と くに貿易 の量
的,質 的の発展 は,関 税の 自由化を通 じて経済的
国境 をな くす方向 に進んでい る。 だが,貿 易の 自
由化 は,同 時に国民経済間の利害 の対立,貿 易摩
擦,貿 易戦争(=関 税,規 制の撤廃など)を 通 じて
促進 され るのであ る。その国の主要産業 の国際競
争力が強 く,他 の国の同 じ産業 の市場競争で優位
を保持す る場合,そ の国 の政府 は,経 済過程 に介
入 し,「公平」な競争を要求す る。例えば,1980年
代の 日本 と米国 の貿易摩擦をみてみよ う。
日本 の対米貿易 は70年 代後半か ら80年 代全般
を通 じて大 幅黒字であった。70年 代 における日本
とアメ リカ との貿易関係 は繊維,鉄 鋼,ビ デオな
どの個別産業 の貿易摩擦 であった。ちなみに1977
年 における米国の国際収支赤字 をみ ると,350億
ドル台 であ り,貿 易 収支 の赤字 は308億 ドルで
あった。78年9月 末に,米 国のカーター元大統領
は,米 国国際収支の深刻 な赤字対策 を表明 した。
それは 「ドル防衛政策」 の一環 と しての総合輸出
促進策を示 した。 それは輸出業者に対す る融資,
貿易障害上の除去,外 国 の輸入品に対す る貿易規
制 などを打 ち出 した。 だが問題 は,当 時の米国の
政府 には産業の競争力低下 をどのよ うに防 ぐかと
い う政策意識 はみ られなか った。
(2)1980年 代の 日米貿 易摩擦 の基本課題 とは
何であったのか。
"1年 代の 日米貿易摩擦の基本課題 は
,米 国の
貿易赤字を構成 して 自動車輸 出の不振 にあ った。
81年2月17日,米 国商務省 は日本 に対 し,対 米
貿 易不均衡是正 とい う理 由か ら電算機 など29項
目の関税撤廃 を要求 した。 こうした事態 に日本側
は,国 益 を前提 しっっ,「 自由化」をお し進めてき
た。
80年 代の 日米経済摩擦 は,構 造摩擦で あった。
それ は,両 国 の経済体質 の改革 を迫 る問題になっ
た。89年9月,「 日米両国 は貿易不均衡の是正を
目指 して両国の経済構造問題 を協議す る」 といわ
れた。米国側 は,日 本 の内外価格差是正策,流 通
制度の閉鎖性の打破,貯 蓄重視の政策の転換,土
地 ・住宅の高価格の是正,輸 入品増大の政策,企
業 グループの系列化 による参入障壁の是正,企 業
グループによる株式持合制度の改革,特 許制度 の
改革などにあ った(清 水嘉治著 『転機にたっ世界経
済』新評論1991年,92ペ ージ参照)。
こうした米国側 の指摘 は一面で正 しい し,他 面
で,自 らの体質改革な しの指摘であ り,正 しくな
い。 と もあれ米国政府 は,日 本の経済体質 を見事
に突 いた。 とくに今 日で も内外価格差の是正は,
正当性 を もっている。 さ らに日本 の流通価格 シス
テムは,管 理価格の維持 にあり,い まだに抜本的
改革 を しないでい る。
問題 はa自 由貿易 システムの中で,自 国の市民
ニーズと無関係 に高価格 システムを保護 しつっ
,
他面で,輸 出拡大 を政策的に志向 しているところ
にあった。当時,日 本政府 は,地 域経済 の活性化
世界経済におけるグmバ リズムと地域主義の論理と現実
政策の中で,グ ローバ リゼーシ ョンに対応 した経
済政策 を柔軟に打 ち出せなか った。 ここに問題が
あ った。 日本経済 の構造的脆弱性があ った。
当時,日 本政府 は,グ ローバル化を進 める直接
投資 の増大 が国内外経済の体質を変えていること
も見抜 くことがで きなか った。 こうしてみると,
グローバル経済化の課題 は,世 界経済の 自由貿易
の進展 の中で,先 進国間,先 進国 と中進国,先 進
国 と途上国間の経済摩擦 の増大 の中で,各 国益を
一方で保持 しつつ,他 方で国際益を高 めてゆ く論
理 の選択 に直面 する。
だがわた くしは,80年 代 の貿 易 の世 界的拡大
は,同 時に世界の海外直接投資の増加 と関連性 を
もって進行 した と考 えている。80年 代後半 の海外
直接投資の現状をみるとr88年 末,は じめて1兆
ドルの大台にのせた。半導体,自 動車,電 機,機
械,石 油化学,通 信機 などが中心にな って,国 境
をこえて現地生産を展開 した。88年 末 の世界 の直
接投資の累計額 の国別構成をみると,全 体 の90%
が米国,英 国,日 本,ド イツ,オ ランダなど先進
国 の資本 で占め られてい る。米国の占有率28%,
次 いで英国19%,日 本12%,ド イツ8%,オ ラ ン
ダ7%,フ ラ ンス6%な どの順にな っている。米国
は,1975年 に世界の対 外直接投 資額 の52%を 占
めていたのに対 して 日本 は,同 年6%で あ った。
この14年 間 に日本 は2倍 に増加 したのに対 して
米国 は2分 の1に 低下 したことに注 目すべ きで あ
る。
こうしてみ ると世界 の直接投資 の動態 は,世 界
市場 における米国資本の専一的市場支配か ら多数
国型市場支配 に移行 している。い うまで もな く直
接投資の主要 な担 い手 は多国籍企業であ り,80年
代 は,日 本,EG,米 国のそれぞれの多国籍企業
による激烈 な競争が活発化 し,M&A(企 業の合
併 ・買収)とLBO(買 収先の資産を担保にした借入
金による買収)も 活発に展開 された。
ところで,日 本企業 の海外直接投資の拡大 の主
要 な要因をみ るとこうである。世界景気 の拡大に
支 え られ,米 国,ア ジア,EUな どへの直接投資
を活発化 させ たこと,相 手国の外為法,外 資法等
の規制 の緩和,廃 止 などによ って,先 進 国間の貿
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易面 での輸 出の 自主規制,輸 入制 限 な どを回避
し,現 地における生産 と販売 を求 めて直接投資を
増加 させ るよ うにな ったこと,な どをあげ ること
がで きる。 とくに多国籍企業 による研究,開 発,
生産,販 売,資 金調達 における最適配置を展開す
るグローバル化が進行 したことも重要 な要因で あ
ろ う。
さ らに海外投資分布の産業構成をみ ると,第1
次産業の比重が低下 し,第2次 産業 も相対的に低
下 し,第3次 産業部内への投資が激増 し,こ の部
門の比重が相対的に高 まったことにある。
1980年 代 の世界経済 の構造変動 は,製 品貿易の
増大,サ ー ビス貿易 の増大 によるサー ビス経済 の
国際化,外 国企業 による直接投資の顕著な増大傾
向にみ られた。世界経済の グロー・バル化 はこうし
て地域経済の量的,質 的発展 を もた らす。 それは
国際的地域経済化が顕著 にな った点にある。一国
民経 済 内にお いて も地域 経済 の活 性化 が強調 さ
れ,同 時に地域経済の国際化の進展 とな って表面
化 して いる。
(3>世 界経済 における地域経済圏の課題
グローバ リゼーシ 凶ンの波 は,従 来の国際経済
のあり方,世 界経済のあ り方 も変えてゆ く。市場
経済の国際化 は,国 境 を こえて資本,商 品,労 働
力,情 報 サ ービスの 「自由化」を志向す る。 そ
れは,従 来 の 「資本主義国家」 の枠を こえて,市
場経済が発展す る。 この点で は,市 場 が国家 の制
約か ら解放 され ると同時に,国 家が市場 を国益 の
視点 か ら利用す る。国家 が市場にさまざまな形 で
介入する。例 えば日米貿易摩擦において,日 本の
大幅 黒字 に対 して米国 の大 幅赤字 の状況 に対 し
て,日 米経済構造協議が もたれ,米 国政府 は,日
本 に対 して内需拡大を基本 とす る外国商品を積極
的に購入することを要請 した。 さらに,特 定 商品
につ いて,米 国政府 は,国 益を優先 し,米 国通商
法301条(不 公正貿易慣行に対する制裁)を もって,
日本 の関係企業の製品を抑制す る措置を とった り
す る。一 最近の問題をみ ると,米 国 コダック社
は,1995年5月18日,米 通商部に対 して 日本の
富士写真 フイルムを通商法301条 にもとつ いて提
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訴 した。富士 フイル ムが大手特約店 を通 じて日本
市場 を系列化,独 占禁 止法違反 の リベー ト制 で
70%の 占有率 を もっているため コダック社 の占有
率10%以 下 に止 まって い るのは不公平 で あると
い うものである。 これ に対 して富士 フイルムは,
これを全面的 に否定 して,WTOに 提訴す る構え
をみせ た。問題 は,国 際市場経済 のもとで は,コ
ダ ック社 も,企 業 自体 の 自由競争 の中で,政 府
(国家)の 力をか りず に,本 来対応すべ きなのであ
る。
市場経済の国際化 は,一 方 で多国籍企業間の世
界市場 をあ ぐるシェア獲得の競争 の場であ り,他
方で,そ れぞれの国家 は,多 国籍企業の 自国の利
益を共有す る限 りにおいて,た えず,利 用 し,背
反す る場合には,税 制 その他 の規制 に乗 り出す。
また市場経済 の国際化 は,欧 州連合や米国な どの
先進国 における民主主義,平 和,人 権 を基調 とす
る市民社会 のあり方 と対立す る場合がある。 この
点 はあとで述べ る。
(4)グ ローバ ル化の中の新 しいM&Aの 特徴
問題 は,グ ローバル経済化 の中で,最 近,顕 著
な動 きは,史 上最高のM&Aの 展開である。
96年12月 に入 って民間航空機 の最大手 といわ
れる米国 のボーイ ング社が防衛機器 メーカー,米
国のマク ドネル ・ダグラス社を吸収合併 し,な ん
と売 上高約5兆5000億 円の世界 トップ レベ ルの
寡 占的支配力 をもった航空機 メーカーが誕生 した
点 にあ る。一 方,ド イ ッに おいて も自動車,航
空 ・防衛 を中核 とす る ドイ ッ最大 の企業 ダイム
ラー ・ベ ンッは自動車部門子会社であ るメルセデ
ス ・ベ ンッの吸収合併 を決あた。 コス ト削減 と意
思決定のス ピー ド化を図 ることにあ った。
ここで先のボーイング ・ダグラス社合併 の背景
をみ ると,こ うであ ろう。1990年,戦 後 の冷戦構
造崩壊以降,米 国 は,国 際収支大幅赤字 の主要要
因である財政赤字 を削減す るために国防予算を縮
小 ・削減 し,さ らに これに伴 って防衛産業の再編
を進 めていた。この一環 と して,95年 の ロッキー
ドとマーチ ン ・マ リエ ッタの合併 に対応 してボー
イ ング社 はダグラス社 を吸収 したのであ った。
航空機産業だ けでな く,情 報通信産業 で も,M
&Aの 旋風が巻 き起 った。 その代表的 なものは,
英 ブ リテ ィッシュ ・テ レコムとMCIの 合 併,
ウォル ト・ディズニーのABC買 収,ウ ェスチ ン
グハウスのCBS買 収,タ イム ・ワーナーのTB
S買 収,ベ ル ・ア トランティックとナイネ ックス
の合併などであ る。 その買収規模 は日本 円で1兆
円か ら2兆 円であり,ま さにグローバル化の中の
多国籍企業 を軸 と したM&Aに よる市場経済支配
志向である。
こうしたM&Aの 旋風 は,航 空,ハ イテク産業
だけでな く,鉄 道,化 学,電 力,医 療サ ービス,
流通 など産業界挙 げてお しよせてい る。1996年 上
半期 のM&Aの 金額 は,2600億 ドルで,こ の背景
には,い うまで もな く,規 制緩和の進展 と情報分
野 の技術革新があった。 この動 きは,先 進国にお
ける企業間競争,世 界市場 にお ける寡占間競争 を
激 しくした。多国籍企業 は,一 方で 占有率を大 き
くす るたあ に経営基盤 の安定化を図 ると同時にハ
イテク技術を活用 しっっ ダウンサイジングと呼ば
れ る経 営 の効 率化 を進 あた。「パ ソコ ンネ ッ ト
ワークなどで情報武装 し経営の意思決定を早 める
とともに得意分野 に ヒ ト,モ ノ,カ ネ,技 術の経
営資源 を集 中す る。比較競争力 を失 ってい る分野
で は積極 的に外部企業 の資源 を活用 す るア ウ ト
ソー シングをとりいれた」(『日本経済新聞』,1996
年12月24日 号))。
こうしたM&Aの 進行 は,た しかに競争力を回
復 し,米 国企業 は,日 本企業 を リー ドした。同時
に,最 近 のグローバル化は,新 しい市場を創 出 し
ている。 ダウンサイ ジングとは反対にア ップサイ
ジングす る企業が輩 出 し,新 しい雇用創出を図 っ
ている。 グローバル経済化 の中で,多 国籍企業を
中核 とす る企業間競争が激化 する。 こうした過程
で企業間格差,失 業増,所 得格差が発生 し,こ う
した問題を地域 がどのよ うに受 けとめるかが重要
課題 にな って くる。米国 の場合 は,ベ ンチ ャー ビ
ジネスが新市場 を創出 し,雇 用を吸収 し,地 域格






ここでの問題 は,グ ローバル経済の中で,世 界
経済 は,1958年 のEC(現EU)の 形成93年 の
NAFTA,1989年 のAPEC(92年 のAFTA
=AseanFreeTradeArea)な どにみ られ るよ う
に,国 家 を こえて,自 由貿易地域,r開 かれた地域
経済協力」 を志 向 し,定 着 させっつ ある。世界経
済 における地域経済圏の特徴 は,国 家間の貿易 の
自由化,資 本 の自由化 とい う視点 か らの国家権力
をこえた国家間 の協力 のもとに地域経済圏を形成
した。 と くに1980年 代以降海外 直接投 資の増大
は,進 出企業 にとって地域経済圏内において共通
の地域の利便性を極力利用 し,生 産拠点 を基軸 に
生産費,流 通費を節約す ることによ って,競 争上
のメ リッ トを吸収す ることを可能 にす る。 この こ
とは,地 域経 済圏 にお け る資本 の相 互浸透 の増
大,M&Aの 増大,域 内貿易量 の増大,通 貨流通量
の増大を もた らす。その地域経済圏 における寡 占
企業,大 企業間の競争を通 じて多種多彩 の企業間
競争 を激化 し,市 場 の活性 化 を もた らす。 した
が って投資の増大,雇 用機会 の増大,消 費需要の
増大を通 じて活性化を促す。 だが不況 に直面す る
と,経 済圏内 において,M&Aの 増大,企 業の合理
化 の進展,失 業者 の増大,消 費需要 の縮小 を もた
らし,地 域経済圏に対す る国家の経済政策 は,地
域経済 の活性化 を目標 に して,公 共投資の増大や
地域産業 の振興,起 業家育成に力を入れ るように
なる。 もちろん国家間の経済協力 を前提 に形成 さ
れ る地域経済圏 は,そ れぞれの国境を こえ,経 済
政策 や地域政策を相対化す る。政策選択 の多様性
を示す と同時に,国 家 の利益 よ り,地 域の利益を
優先する傾向を もっ とい って もよいであろう。
で は,こ こで,改 めてなぜ地域主義,地 域市場
主義 とは何かを問題 にす るかを考 えてみ ることに
す る。
地域主義 は,一 方 で経済 の グロー一バ ル化e地 球
大の広が りでの問題群 の発生,前 述 したように,
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先進国,中 進国 の企業 の多国籍化が進展す ると同
時 に,地 球規模 での環境 の危機が深化 し,さ らに
世界共通 の人権 問題がすすむなかで,地 域主義が
胎頭 し,す で にEUで は定着 しつつあ る。
地域主義 は,世 界経済 の発展の中で,市 場経済
の統合 として現われ,共 通 の経済発展 について合
意 した国 々が,相 互に域内の経済活動 の効率性,
資源 の最適配分 の合理 性 を求 めて市場統合 を図
り,域 内経済取 引を妨げて いる国際的,地 域 的障
壁を除去 し市場の活性化 を図 ることを意味す る。
ここであえて具体的事実 の動 きを踏えて抽象的
論理 で表現す ると,市 場経済統合の発展には,い
くっかの段階があると考えてよいであろ う。
第1は,加 盟各国の合意 のもとに域 内の市場 の
障壁をな くし,企 業の 自由活動を活性化す るため
に関税同盟 を軸 にした経済統合であ り,経 済的国
境をな くす ことにあ った。1957年 末成立の ローマ
条約 に もとつ く58年 か らのEC統 合 は これ にあ
たる。 この段階で,す でにECは,商 品,労 働力,
資本,サ ー ビスの自由化 を承認 していた。北米 自
由貿易協定(NAFTA)を み ると,労 働力の移動
は制限 しているが,そ の他商品,資 本,サ ー ビス
の自由移動 は,段 階的に加盟国相互 に承認 してい
る。それは,EC統 合 より緩かな経済統合で ある。
さ らにAPECの 中のASEAN自 由貿 易地域
(AFTA)が あ る。AFTAは93年 に発足 し,電
子等15分 野 の域内関税を当初2003年 まで に5%
以 下に し,数 量制限,非 関税障壁 を撤廃す るとい
う。94年 にASEANは 域 内貿 易の85%を 占め,
AFTAがASEAN域 内協力 の主流 とな り,グ
ローバル化 の中で,世 界経済の保護主義 と地域主
義に対応 し,APEC,東 アジア経済会議(EAE
C)な ど域外協力を進 あなが ら地域主義を志向 し
ている。
こうしてみ ると,地 域主義は,経 済統合の多面
性 の中で,段 階的特性を もって発展 している。
最近で は,ヨ ーロッパの中欧経済協力会議,地
中海経 済協力 会議 全 欧経済 圏会議 にお け る貿
易,資 本 の自由化への具体化 のための会議をみる
こ とが で きる。 ア ジ アで も,成 長 の三 角 地 帯
(growthtriangles)を 形成 しっっあ る。 アジア近
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隣諸国が国境周辺 の地域 を共同開発 し,こ の開発
地域を拠点 と して生産 の分業,資 本,資 源,労 働
力,技 術 を結合 して製品 の開発,輸 出を通 じて成
長力 を高 め よ うと して い る。例え ば シ ンガポー
ル,マ レーシア,イ ン ドネシア三国が スマ トラの
バ タム島開発 をベースと して進めて いる南ASE
AN成 長三角地帯 がそれである。 さ らに中長期的
視点 に立 ってみ ると,タ イ ・イン ドシナ間のバ ー
ッ経済圏,香 港 ・広東省,台 湾 ・福建省間の 「華
南経済圏」,中 国,韓 国,日 本間の 「黄海経済圏」,
日本海沿岸諸県 には対岸地域 との経済交流 を進 め
っつあ る環 日本海経済協力圏 などにみ られ,「 局
地経済協力」圏 の発展 をみ る。それは,国 家を こ
えた地域間経済協力で ある。
第2は,市 場統合=関 税 同盟,財 政金融政策
農 業政策 の共通化 へ の努 力か ら 「通 貨統合 の実
現」への段階である。 こうした共通 した政策 を可
能 にす る背景 には,国 家 を超 えた地域連合のニー
ズが高 まって きた理由があった。「通貨統合」への
到達 は,か な り厳 しい段階である。EUで は,92
年 の マース トリヒ ト条約 にお いて市場統 合 の強
化,通 貨統合の実現,「 政治統合」をめ ざす安全保
障の協力を明確 に した。第2段 階はこうである。
EUに おける当面 の地域経済圏の基軸 は,地 域市
場の活性化 による雇用を優先す ることにある。 し
たが って地域を媒介 に して企業間の統合,都 市 と
都市 とを結 びつけ ることによって都市 の活性化を
図 り,国 家 の統制 を緩和 し,市 場経済を優先 す る。
EUに おいて は,市 場統合を最終 的に担保す るの
は通貨統合であると考えている。すでに1999年1
月か らEU通 貨統合 が,通 貨統合 の5条 件を ク リ
アー した国 々によ って実現 す るとい うもので あ
る。EU本 部 はすでに ドイツ,フ ランス,オ ラン
ダ,ベ ルギー,ル クセ ンブル ク,ア イルラ ンドな
どが統合条件に近 いとい う判断 に立 って いる。 ま
た欧州 の為替 相場 安定 制度(ERM=European
RateMechanism)か ら離脱 していたイタ リアは,
96年11月25日,4年 ぶ りに復帰す ることを決 め
た。イタ リアも,99年 の欧州通貨統合へ の意志を
固めたといわれている。 もと もと,統 合推進派の
独仏両国は,統 合後の単一通貨 「ユー ロ」 をマル
ク並 みの強い通貨にす るため,リ ラなどの 「弱い
通貨」 の統合参加 を先送 りす る 「二段階統合論」
をだ したが,イ タ リアはこれに反発 し,通 貨統合
のス ター ト時点 での参加 を強調 した。 イ タ リア
は,国 民 の反対 を押 し切 って,緊 縮予算 を組 み,
「ユ ーロ税」の導入を決め,通 貨統合への参加 を明
らか に した。
② 改めて地域主義 と してのEU通 貨統合 とは
何かを吟味する。
1996年12月13～14日 のアイル ラン ドの ダブ
リンで開かれたEUの 臨時蔵相理事会 は,通 貨統
合後 の財政規律 を定め る財政安定協定 に基本合意
した。その中で,「財政赤字 は国内総生産(GDP)
の3%以 内」 とい う通貨統合参加基準を通貨統合
後 に守れない国か ら罰金を とる手続 きを定め ると
ともに,例 外的 な罰金免除条件 をほぼ確定 した。
さ らに理事会 は新ERMを 創設 し,非 参加国通貨
を単一通貨ユーロと相対 で レー トを決定 し,中 央
銀行 は,無 制限介 入の義務 を負 わな いと提案 し
た。 さ らに共通の外交 ・安全保障政策の強化 に加
えて,テ ロや麻薬密売,幼 児誘拐などの組織的犯
罪 を防 ぐ 「市民 の安全保障」を定 めることに合意
した。同理事会 は,成 長 と雇用確保の両立をめざ
す雇用対策を打 ち出 した。通貨統合 は,コ ール ・
ドイッ首相 とシラク ・フランス大統領 の指導権 に
よ って,EUの 中 の ドイ ツと フラ ンスの協力 に
よって具体化 されることにな ったのである。
以上みて きたよ うに,経 済統合 は,地 域経済の
利益 を前提 にグローバ リゼイ ションを定着 し,域
内経済 の 自由化 を普 遍化 す る以上,市 民社 会 の
ルールを守 りつっ域 内外を こえて商品,資 本,労
働力,サ ー ビス,情 報 の自由移動 を保証 されなけ
ればな らない。
EUの 市場統合 が具体化す るなかで,ガ ット体
制の 目的である自由,無 差別,多 角の うち無差別
原則の例 外規定 であ るガ ッ ト第24条 の 自由貿易
地域,関 税同盟 の事項 と矛盾 しないか とい う議論
があった。EU側 は,世 界貿易の自由化 の促進策
としての経済統合であ り,ブ ロ ック化 ではないと
い う主張であ った。 だが一方,ガ ッ ト事務局 の一
世界経済におけるグmバ リズムと地域主義の論理と現実
部 には,EU以 外 の国 々の貿易政策 に対 して,「差
別 的輸入規制」,課 税,補 助金,多 国間 ・二国間協
定 や輸 出自主規制な ど自由貿易に反す る管理貿易
的措置 をEUは して きていな いか とい う批判 が
あ った。 当時,EU側 は,原 則 と してEU域 内の
市場統合を実現す るなかで,域 外 の自由貿易を受
け入れ,現 に,域 外以外 の先進 国,中 進国,途 上
国 との経済交 流 を活発 に展開 して い ると批判 し
た。 もちろん,93年11月1日EUの 発足 にとも
な って,EUの 自由貿易政 策 を優先 す る傾 向 は
マース トリヒ ト条約の中にも規定 されている。 こ
うしてみると世界の 自由貿易体制の構造変化 の中
で,な ぜEU地 域主義が胎頭 したかい う理由を認
識す ることがで きたであろう。
③ 地域主義 ・市場社会 ・市民社会 ・市民権 と
は
周知 のよ うに,80年 代以降,60年 代のEC市 場
統合 を軸に,地 域経済協力 が進展 したことは,新
しい世界経済 の変化であ る。内外 の国際経済学者
は,世 界経済 における構造変化 を広域市場圏(例
えばEU)と 中規模地域市場 圏(例 えばNAFTA,
EAEC)の 新 しい グローバ ル化の地域経済圏 と
よんで いる。わた くしは,一 方でグローバル化 の
進展 は,同 時 に リージ ョナ リズムを創出す るとい
う連動作用的性格 を もって いると考えている。 ま
た政治学者 は,国 家 はかつて 「主権の絶対性」 と
い うイデオロギーをかかげたが,現 在では,「主権
の相 対化」 を進 めて いる と認識 す るよ うに な っ
た。そ して市場 と市民社会の関係にまで言及す る
よ うになった。例えば,坂 本義和氏は,市 場 と市
民社会 を こう位置づ けている。「市場 と市民社 会
は,そ れぞれの力学 を内蔵 しなが ら,世 界化(glo-
balization)と 普遍化(universalization)を 進めて
いる。 とくに市場 一 それに組み込 まれた科学技
術を含む一 の世界化の力学 は強力であ り,市 場
経済 の論理 は,今 日で は国家 を超 えて,あ たか も
絶対性を獲得 したかに見え るほどである」(r世界』
1997年1月 号45ペ ー一ジ)と 。他方,市 民社会 は,市
場 の世界化 に対応 できないが,普 遍化の潜在力を
強めているというのであ る。さ らに,「資本主義 的
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市場経済は,国 家 か らの自立を志向 し,そ の 自立
に必要な秩序維持 に国家 の役割 を限定 す る。 ここ
に起 こるのは,自 由化 ・規制の緩和や撤廃(der-
egulation)で ある。また市民社会 も国家か らの自
立 を志 向 し,そ の自立 に必要 な秩序形成 に国家の
役割 を限定 す る。 そ こに起 こるの は民主化 過程
(democratization)で あ る。 この2っ に共通なの
は国家 か らの自立 である」(同 上,46ペ ージ)と 。
ここであえて市場経済 と市民社会 の連関性 に言
及 したのはa世 界経済の構造変化 の中で,一 方で
多国籍企業主体の経済統合が進展す る中で,従 来
の国家か らの自立 を志向 し,自 由化,規 制緩和 を
志 向す る。 と同時 に,人 権,自 由,民 主,平 等,
自立連帯 の コンセ プ トを内包す る市民 の民主的要
求 である市民社会 は,国 家の一方的介入 を退け,
自立化を要求す る。なお,坂 本氏がい う市民社会
とは 「人間の尊厳 と平等 な権利 の相互承認 に立脚
する社会関係がっ くる公共空聞 と,そ の不断の歴
史形成過程」であ り,市 民 とは 「そ うした規範意
識を もって実在 してい る人々」 のことであり,こ
うした市民の要求す る自由,平 等,自 立,連 帯,
人権,民 主の6原 則 を内包す る原理 を追及 し,実
現す る社会を大切にすべ きなのである。
改 めて整理す ると,グ ローバ ル化 の進展 は,市
場経済 の国 際化 を拡大 す る と同時 に,市 民 の 自
由,平 等,人 権,民 主,自 立,連 帯 の要求 である
市 民社 会化 へ の志向 を創 出す る。 この点,1992
年,EUの 憲法 といわれたマース トリヒ ト条約を
参考 にす るとよいであろ う。同条約 は市場統合,
通貨統合,安 全保障 の共通性を 目標 と して,着 実
に具現化 されっっある。一方,こ うした経済 ・政
治的同盟へ の実現 の中で,EUは,市 民社会の実
現 と くに同条約 にある欧州市民権の定着を志向
して いる。
「欧州連合 は,市 民権 の導入 を通 じて加盟国国





この共通市民権の導入 は,58年 の ローマ条約 に
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おけ る加盟国 の市民 のあ り方が不透明であった点
か らみて,か な りの前進であ った。欧州市民権 は,
基本的には¥/和e軍 縮,人 権の確立,民 主主義 の
定着,と くに政策決定過程への欧州市民 の直接,
間接 の参 加権 を重視 しなければ な らない点で あ
る。それ は,EU加 盟国に2年 以上住 んだ人々に
選挙権 を与 えることにあ った。っまり,ド イ ッ人
が フランスに2年 以上住 む と,住 んでいるそ この
地方 自治体議会 の選挙権を もち,地 域作 りに参加
す る権 利 を有 す るとい うもので あ る。同条約 に
は,こ う書 いてある。「自国以外の加盟国 に住む欧
州市民 は,そ の国に国民 と同 じ条件で地方 自治体
選挙の投票,立 候補権を もっ」 と。すでにそれは
具体化 されている。 このイ ンパ ク トは大 きい。 日
本の地方 自治体 における外国籍住民の地域作 りへ
の参加権への道 を与 えて くれているのではないか
と思 う。だが この日本で は,外 国人の地方 自治体
選挙権 を認 あていない点で後進的で あるとい うべ
きであろ う。
さらに,グ ローバル化の波の中で,マ ース トリ
ヒ ト条約 はこ う書 いて いる。「均衡 の とれた持続
的発展 を もった経済的,社 会的進歩を促進す るこ
とにあ り,そ れ はとくに域内の国境な き地域 の創
造,経 済的社会地域間の格差是正 のための結束 の
強化 を通 じて,経 済的,通 貨的連合の確立を通 じ
て,単 一通貨統合の推進 にある」 と。
EUの 後発国であるスペイ ン,ポ ル トガル,ギ
リシャ,ア イルラ ンドは,格 差是正のための結束
(Cohesion)の 政策 を要求 している。その後EUの
地域政策の主要 目的 は,域 内地域間格差 の是正 に
あ った。事実,93年EU委 員会 は,93年 に欧州結
束基金を設定 した。 この地域格差是正 の基金 は,
EU加 盟国の国民1人 あた りのGNPがEU平 均
の90%以 下の加盟国 に対 して,EU条 約 の104条
C項 にある経済収 れん(covergence)の 条件を満
たすためのプログラムを もっ国にお ける環境 プロ
ジェク トと輸送 システムを確立す る欧州横断ネ ッ
トワーク ・プロジェク トを財政的 に援助 し,現 実
に実行 しっっ ある。EU委 員会 は,93年 か ら99
年 までの期間 に150億ECUを 計上 し,消 化 しっ
つある。と くにスペイ ン,ギ リシヤ,ポ ル トガル,
アイルラン ドに対す る配分 を重視 した。
とくに欧州地域開発基金 は,発 展の遅れた地域
の開発,構 造調整,ま た衰退産業 を中心 とす る地
域 の産業転換に取 り組む ことによ って共同体 内の
主要 な地域的不均衡 の是正 を援助す ることを 目的
にす るといっている限 り,EUの 場合 は,グ ロー
バル化の中で,地 域格差是正,所 得不均衡是正,
市民社会 の着実 な実現化を図 っているといってよ
いので はないであろうか。
もちろん,欧 州市民権 に対す る反対意見 もあ っ
た ことはい うまで もない。例 えば,フ ランスの現
在 の大統領 シラクが,保 守 の共和国連合 の党首で
あ った頃,欧 州市民権 の導入 に反対 していた。 そ
の理 由は 「地方 自治権 のあり方が問題であ り,外
国の市民 の流入 によっフランスの地方 自治権 が侵
害 され る」 とい うのである。
(4)主 権国家 と しての個別経済政策 と超国家機
構 としての連合政策の関連性
問題 は,EUの 市民権 は,加 盟国 の市民が,人
権,自 由,民 主主義を自 らの生 き方 の中に定着 さ
せ,創 造 してい くことにあり,部 分的には,民 族
感情 は排外的思想 を生 みだすか もしれないが,欧
州市民 は,中 ・長期的にみて,欧 州市民 のそれぞ
れ多種多彩な民族,個 性,風 土,慣 習,俗 性 を も
ちなが らも,平 和 と民主主義 の同質性を追及 する
た めの 自立 と連 帯 の精神 を重視 してい るので あ
る。EUは,疑 似国家的俗性 を もってい るように
みえるが,国 家 ではな く,民 主的責務 と市民権 の
課題 を保証 された国民的国家 の脈絡で考 えな くて
はな らない。 フランスや デンマー クで,マ ース ト
リヒ ト条約 について,そ の国民の半数が異議 を唱
えた ことを自覚 し,各 加盟国 の国民 の意思 を重視
した連合国家的組織 の中で,欧 州市民権 の問題 を
考 え ることも重要 であ る。 「EUは 統治 の システ
ムとして,ま た市民社会 の一形態 と して,民 主的,
地 域 的 ルー ルの国民 的伝 統 の幻影 にす ぎな い」
{B.Axford,theGlobalSystem,Economic,Politics
andCuiture,1995.p.148)の であるが,国 民国家 と
連合国家 のあ り方 の自立 と連帯のあ り方 をたえず
問題 に しつつ,各 国の市民権 と欧州市民権 の相克
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の中で,自 らの主体的あ り方を示す ことが大切な
のではあるまいか。
この点 において,従 来の主権国家 は,多 くの制
約 をうけざるをえない。 グローバル化の進行 は,
一方で,企 業 の多国籍化によ り,国 境を こえた地
域市場 にお ける シェア確保 のための競争 を激化 さ
せ ると同時に他方では,地 域市場間格差を もた ら
す。 したが って,そ れ は所得格差 を もた らし,さ
らに失業増 にっなが り,地 域間の不均等発展を も
たらす とい って よい。 したがってEUの 場合 は,
こうした域 内の地域間格差,一 国内 における都市
と農村の地域格差,所 得格差 に対 して,前 述 した
よ うな格差是正策 を展 開せ ざるをえな くなる。 こ
の点 は,94年 の失業率 は80年 代前半 に経験 した
11%台(約1800万 人)に 達 した。 こう した事態 に
対 して,EUは 景気回復 を軌道 に乗せるための政
策 を提案 した。 その主 内容 は,EUの 硬直的労働
市場の体質の改革 のみな らず 日本 と米国 に比べて
立 ち遅 れて いた研究開発分野 の強化,市 場統合 の
量 と質 の強化 を図 るための,全 欧州的な交通 ・通
信網を整備推進す ることにあ った。94年 以後,E
Uは 『成長,競 争力 と雇用に関す る白書』 に基づ
いて,当 面 す る欧州 の不況 と失業 の増 大 に対 し
て,い かに総合政策 と個別政策を組 み入れて実践
す るかを課題 とした。当時EUは,1994年 か ら99
年 までに1200億ECU(約15兆 円)を 雇用創 出
のために投資す ることを提案 した。 このEUの 超
国家 的機構 に基づ く政策 は,個 別加盟国の政策 を
こえた 「共同体」 的政策の実現にあ った。 ここで
明 らかなよ うに,EUは 加盟各国の主権 に基づい
て個別政策 と共同体全体 の総合改革の矛盾 の調整
を図 りなが ら,雇 用機会 の拡大 とい う目的 を実現
す ることにあった。例えば,EUは,2000年 まで
に1500万 人の雇用を創出す るたあに,年70億E
CUのEU債 を発行 し,設 備投 資の対GDP比 を
現在 の19%か ら23～24%に 高 めることによ って
市場統合 を徹底化す るとい うものであ った。 さら
に研究開発投資を対GDP比3%に 高 めること,
新 ラウ ン ドを進 め,雇 用促進 にっ なが る教育 ・訓
練 を強化す ること,規 制緩和などを通 じて労働市
場 を流動化す ること,社 会保 障費負担,税 金 など
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企業の非賃金 コス トを対GDP比1～2%に 軽減
す る。企業の非賃金 コス ト軽減 の代わ りの財源 と
して環境税や消費税を設定 している。 さ らに必要
な分野 で社会保障 システムを改革 す る。EUは,
各加盟国 の個別政策 と共通政策 とをどのよ うに整
合 させ るかが課題 にな った。 それ は主権国家 の限
界を こえた共通政策 を優先 せざるをえない課題 に
直面 した。EUの 前述の計画 の主 内容をみて も,
2000年 まで に1200億ECUの 公共投資 を年配分
にす ると,200億ECUの 支出になり,250万 人 の
雇用吸収を 目指 した。 この点 は,チ ェ ッキニー報
告の二の舞 になる可能性 もあった。各国 の雇用政
策 との調整が重要視 された。前述 の 「成長,競 争
力 と雇用に関す る白書』 の雇用創 出の項 目のひ と
つにあった労働 時間短縮 とワー クシェア リングの
検討 を削除 している。90年 代後半全体の平均3%
成長率の枠組 についての加盟各国 の政策選択 の 自
由度 を縛 るので はないか という反対意見 を尊重 し
た。 またEUの 共通政策 と個別政策 との対応関係
について は,社 会資本整備 のための年間70億E
CUの 債権を発行 して,投 資資金を捻 出す るとい
う原案につ いては,フ ランス,イ タ リア,ス ペイ
ンなどが賛成 し,イ ギ リス,ド イツ,オ ラ ンダが
反対 した。賛成国の理 由は,交 通 ・通信,エ ネル
ギー,環 境の四分野 の投資につ いては,全 欧州を
投資の対象 とするので必ず,雇 用増 を伴 うか らと
い うのであり,反 対国 の理 由は,政 府 の財政支出
増を伴 い,通 貨統合 の条件 である財政健全化 を逆
行 し,資 本市場 に対 して も負担増になるか らであ
るとい う。
こうして,個 別政策 と共通政策 の矛盾 は,議 論
の末,競 争 力強化策 の一環 として全欧的交通 ・通
信網 の整 備 を必 要 とす る ことで一致 した。 した
が って,「 過去10年 以上のEUの 発展 は,欧 州に
おけ る国家 の自主性 と権威 のために,欧 州統合の
諸結果 について議論 を再調整す ることにあ った。.
EU水 準の政策決定過程 の範囲 と深 さは,劇 的に
増加 した し,EUは,域 内市場を完成 させ,単 一
欧州議定書 の制度的改革 を吸収 し,マ ース トリヒ
ト条約(1993年)は,EU機 能 を一層拡大 し,議 会
における多数決の範囲を広 げると同時に立法への
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拒 否 権 を容 認 す る こ と も決 め た。 「マ ー ス トリ ヒ
ト条 約 は,今 世 紀 末 まで の通 貨統 合 と欧州 中央銀





こ う して み る と,グ ロ ー バ ル 経 済 の 深 化 の 中
で,EUは,一 方 で,国 家 主 権 の機能 を こえて,
共 同体 と して の共 通 政策 を各 国 の個別 政 策 との整
合性 を もって,実 現 し,同 時 に,国 家 を こえ た欧
州共 通 の市 民 社会 の軸 と して の欧 州市 民 権 を確立
す る こ とにあ る。
さ らに グ ローバ ル化 の世 界 経済 の中 で,EUは
別 格 と してNAFTA,APECに み られ るよ う
に,貿 易 と投 資 の 自由化 が進 む だ けで な く,地 域
経 済 の同 質化 も定 着 し,地 域 住民 の労 働 過程 を促
進 し,相 対 的所得 増 大 を もた らし,消 費 需要 を増
大 し,地 域経 済 の成 長 を促 す 。 だが 同 時 に,地 域
間 所 得格 差,地 域 環 境 の悪 化 な ど成長 に基 づ く人
間 の生 活 環境 の悪 化 を もた らす。 した が って,地
域 経済 化 の一 体化 の中 で,国 家間,地 域 自治 体 間
で 共通 の イ ンフ ラ整 備 な ど社 会資 本 の投 資 の た あ
の協 力関 係 が必要 とな る。さ らに,人 び との人権,
生 活,民 主主 義 の諸 権利 を守 るた めの地 域市 民 権
の ニー ズ に対 応 した共 同体 的 共通 社会 政 策 を必 要
とす る。
さ らに地域 政策 は,従 来 の国民 経済 主 体 の政 策
を 変更 せ ざ るをえ な くな る。 したが って従来 の国
民経 済 内部 に お け る地域 経 済 の新 しい あ り方 が 問
わ れ て くる。 一 国 内 にお け る地域 経済 の国 際化 の
認 識 が重要 視 され る。




・'1年代 の世 界経済 を認識す る ことは
,90年
代の激動す る世界経済の方向を探 ることができる
と考 え る。90年 代 の激動す る世 界経済 は,一 方
で,国 民経済間の市場 の 「一体化」「緊密化」を定
着 させ ると同時に他方 で,国 民経済内部におけ る
地域経済の体質の変化 と改革 を要請 してい く。 と
りわけ,グ ローバル化 の経済時代 は,地 域経済 の
活性化 と同時 に地球環境 の危機への対応策 を同時
に考 えて行動 しなけれ ば な らな くな る。 とりわ
け,1992年 の リオ宣言 は,地 球環境 の危機への対
応を全人類の課題 とした。一国内における地域経
済政策 の展開 にあた って も,地 球規模で環境を考
えっつ,足 元 か ら行動す ることを重視す るよ うに
なった。
私たちの住 む神奈川県において も 「かながわ く
にづ くりと地域経済 の創造」(清 水嘉治論文 「かな
かわ ・くにづ くり一 地域 経済政 策 の視点 か ら
一一」,『神総研』第2号1995年6月20日 号,神 奈川
県総合政策研究センター発行)に おいて示 したよ う
に,第2次 新神奈川計画(1987～2000年)で は,①
成熟化 する人口,② 技術革新の進展,③ 情報 の高
度化,④ 国際化 の展開,⑤ 多元社会の5っ の時代
潮流 を方 向づけ し,「活 力 と魅力 あふ れ る明 日へ
のかながわ ・くにづ くり」 をめざ し,次 の6っ の
基 本 目標 を位 置づ けた。①国 際動 向 と地方 の対
応,② 人生80年 型社会 に対応す る地域社会の あ
り方,③ 文化 ・生活 の質の向上をめざす,④ 地球
規模の環境問題への地域の対応,⑤ 東京一極集中
と神奈川 の役割,⑥ 新 たな地域行政のあ り方一一
地方 分権 の実 現 な どで あ る。 こ うした基本 目標
は,相 互 に連 関性を もって着実に実施 されなけれ
ばな らない し,そ の基本理念 には,そ れぞれの諸
条件の中で県民参加,市 町村参加 を無限に伴 わな
ければな らないであろ う。
例えば,地 域経済 の活性化政策 を実現す るにあ
た って,地 域 の産業 と労働 ・経営,県 土,環 境
技術を結 びつけて考察す る地域経済 の創造を 目指
すべ きであろう。 すでに県 は,7年 前に県民 の生
活 の量 ・質の向上を図 るために,従 来の量産中心
の生産拠点か ら高次生産機能,研 究開発機能,業
務機能 の集積 に伴 い,産 業構造の転換を意識 し,
それ に対応す るため に新産業 プ ランと頭脳 セ ン
ター構 想 の具 体 化 に取 り組 ん だ。92年12月 の
「かながわ新産業 プラン」によると,わ れわれが指
摘 した グローバ リズムの深化 に伴 う産業 の対応,
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生活の豊かさに向けた産業 の対応,地 域環境問題
への産業の対応を図 ることに重点をお くというも
のであ った。神奈川の新 しい神奈川の産業のあ り
方 は,従 来 の伝統的なハ ー ドを主体 とす る京浜工
業地帯 の産業構造か ら開放 され た新時代 に対応す
る革新 的なソフ トを主体 とす る産業計画を もって
具体化す ることにある。京浜工業地帯の変化を,
モ ノづ くりの ネ ッ ト・ワー クを基軸 に して,情
報 ・通信づ くりの ネッ ト・ワークへの移行 を通 し
て新 しい付加価値 を作 りだす多様 な事務所や事務
機能 の網 の 目を作 り,研 究開発のための新 しい集
積型利益 を生むだろ うといわれ る 「テクノコ ンプ
レックス」を重視 した点 にある。それ は,「人間 ・
生活,産 業 と科学技術」 の視点 に立 った科学技術
改革を実行 し,労 働時間 の短縮 の誘導 による余暇
の開発,生 活 の質の向上を図るというものであっ
た。
す でに,横 浜 市 は200近 くの研究機 関 を立地
し,全 国で も,有 数 な研究所集積都市 とな ってい
る。「研究 開発機 関の集積 に は地域 の関連産業群
への技術移転や高度 な技術水準 のニーズの増加 に
よって技術高度化 を促す効果,知 識集約的な就業
機会 の創出効果 を期待す ることがで きる」(rよ こ
はま経済』,1989年)た しか に横浜経済 にお ける情
報化の発展 は,す べての産業への知識集約化 を促
進す るだけでな く,従 来 のハー ドウェアか らソフ
トウェアへの情報産業 を中心 に,新 しい関連産業
の需要 を創 出 し,さ らに生産 の高付加価値化 を導
出 してい く新 しい都市型成長産業の育成を図 って
いる。
だが地域経 済 の活 性化 政策 は,日 本経 済 の動
向,世 界経済 の動向にインパ ク トを うけた。1990
年代 に入 って,神 奈川の企業 も本格的な国際化 の
局面 を迎 えた。92年 に入 ってか ら日本 はバル ブ崩
壊 による複合不況 とくに金融不況 に直面 し,従 来
の 日本経済 の体質が 問われ た。95年,日 本 経済
は,不 況下の中で,国 際通貨危機 に直面 した。再
び貿易 黒字 が拡 大 して も景気回復 に結 びつかな
か った。 ここで再び円高 ドル安 に直面 し,日 本企
業のア ジアを中心に海外進 出が顕著 になった。95
年度 の 日本企業 の海外生産額 は41兆2000億 円,
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日本 の輸出額 は39兆6000億 円であり,海 外生産
額 がは じめて輸出額 を上回 ったのである(通 産省
『海外事業活動基本調査』1995年)。 この数字 は,日
本企業がア ジア,米 国,EU,そ の他 の世界市場
を対象 とした活動の展開 を意味す る。
② 産業 「空洞化」の実相 と地域経済のあ り方
について考える。
こうした状況下で,神 奈川県の求 めた地域経済
の活性化 は,日 本経済の不況のイ ンパ ク トを もろ
に受 けた。 日本経済 は,不 況の中で,円 高 ドル安
に直面 し,製 造業 の一部 を海外 に移転 させ ること
にな った。 それ は国内における産業の 「空洞化」
と呼 ばれた。地域経済 の活性化対策 は,こ の 「空
洞化」 にどのよ うに対応 し,企 業 自身 の自己革新
を どのよ うに図 るかを課題 とせざ るをえなか っ
た。
産業 「空洞化」論には悲観論 と楽観論がある。
前者 は,企 業 の生産活動が海外へ移転すれば,国
内の生産 と雇用機会が縮小 し,新 しい需要が生み
出 されないか ぎり,賃 金の低下を生みだす可能性
があ る。 とくに,あ る地域 や業種で集中 して生産
の縮小 が起 きると,そ の地 域 で は雇用 問題が起
る。例えば,東 アジア,中 国へ製造業が進 出 して,
国内は非製造業が中心 の産業になると,生 産性 は
低下 し,所 得 の低下 をもた らす。それだ けでな く,
新産業を創出す る技術発展の条件 も悪化す る。
こうした悲観論 に対 して楽観論 はこうであ る。
産業の空洞化 といって もs市 場経済 のメカニズム
が作用 して いる以上,産 業の比較優位 に基 づ く国
際分業 の進展 を考えれば,悲 観すべ きで はない。
個々の産業では経営 の縮小,転 換を余儀な くされ
るけれど も,低 コス トの労働力での現地生産を求
めてい る限 り,現 地 での低価格 の製 品を輸 入 し
て,消 費者に提供 すれば,生 活水準の向上 を図 る
ことがで きるだけでな く,国 内では高付加価値 の
産業 やベ ンチ ャービジネス,新 しい環境型企業や
頭脳産業での雇用吸収力 を図 り,地 域産業 の活性
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問題 は,両 方の論点を吸収 して,地 域経済の活
性化 を,従 来 の伝統 的産業 と革新的産業 とを組合
せっっ,さ らに国際的分業関係をふ まえて,比 較
優位の産業を選択 しつつ,新 産業 の活性化 の条件
づ くりを積極 的に展開す ることが必要であろう。
た しかに産業 の空洞化 は下請中小企業に重 くの
しかか っている。経済企画庁の96年 『地域経済 レ
ポー ト』 によると,空 洞化が深刻なのは日本経済
の強 さの源だ った大都市周辺の加工組 み立てのす
そ野 の産業で あると指摘 した。 さ らに労働力 の流
れが大都市集中か ら地方へ と拡張 し始 めたことを
と らえ,地 方 の雇用創出が失業率抑制 のカギ とし
て,医 療 ・福祉 サ ー ビスの充実 な どをあげて い
る。
産業 の 「空洞化」で雇用が減少 している業種 の
典型 は,海 外生産比率が高 く,輸 出が減 ってい る
電気機械 と自動車 で ある。1994年 の従 業員数 を
91年 と比べ ると,音 響機器 は6万1000人(40%)
減,ビ デオ機器 も5万4000人(46%)減 とそれぞ
れ ほぼ半減 し,電 気機械器具 メーカー全体 では21
万4000人(ll%)減 少 した。自動車 の場合 をみ る
と,94年 を91年 と比べ ると,本 体 の従業員の減
少率 は4.7%と 製造業平均(8.3%減)を 下回 るが,
本体を支 える鋳物 やプレス製品z金 型 など関連業
界 で7万1000人(13%)減 って いるのが特徴的で
あ る。1995年 度 の統計 によると,日 本 メーカーの
海外生産比率 はカ ラーテ レビ82%,VTR56%,
ステ レオ86%,CDプ レーヤー48%で ある。いか
に,日 本企業が東 ア ジアの安 い労働力 に依存 して
いるかがわかる。
こうした基幹産業の雇用吸収力 の弱体化 につ い
て,報 告書 は,「系列や下請 け企業 の集積 している
関東,近 畿,東 海 の大都市圏の打撃が とくに深刻
で ある」 と している。 この結果先述 の悲観論にな
らざるをえな くなって いる。経済企画庁 は,こ う
した結果 にっ いて こう整理 して いる。「仕事 を求
めて地方か ら都市へ向か う転入組 も減少 し,一 極
集 中で転入超過 の続 いた東京圏 の人 口が94年 か
らは転 出超 過 に転 じた。三大都市 圏合 わせ て94
年か ら転出超過 にな って いる。」(前 掲書)こ のた
め地方 は,従 来 にも増 して雇用機会の創出が課題
になっている。 この神奈川県 において もそ うであ
る。地元企業の育成,国 内外 の企業の誘致,そ の
ために,土 地を安 く借 り与え,雇 用吸収力を容易
にする ことで ある。 さらに福祉型企業や環境型企
業,ベ ンチ ャー ビジネスが発展す る条 件 を整備
し,雇 用吸収 を図 り,地 域経済 を活性す ることに
あろう。
神奈川の地域経済 は,国 際分業時代 に入 ったこ
とを 自覚すべきであ り,と くに比較優位の産業を
よ り育成す ることにある。県 は従来の技術 ・研究
集約型産業をよ り育成 し,競 争力 を高 め,経 営資
源(頭 脳,経 営力,良 質の労働力,マ ーケティング,
ノウハウ)を 有効 に活用 し,活 力 と魅力ある地域
経済を定着 させるべ きであ る。一方で,人 間の生
産や生活 が発展可能で,環 境保全 と結びっ き,他
方で安心 して くらせ る地域環境が守 られ る産業 の
持続的発展 を考えてい くべ きであろ う。国際分業
時代 におけ る神奈川経済 の基本理念 と政策 のポイ
ン トを,こ こにお くべ きであろ う。
5.あ とが き
グローバル化の中で,こ の 日本 と地域を ど
のように位置づ けたらよいか
いま日本の地域経済を論ず ることは,世 界経済
を論ず ることに通 じるのではなかろうか。私 たち
は この問題意識 を もたなければ な らないであ ろ
う。
世界が求め る日本 とはこうで はないか。 日本 の
市民 の生活が豊か にな り,社 会福祉 も保証 され,
快適 な環境 にあ ぐまれ,教 育,文 化水準 も高 く,
都市 も,農 村 も,そ の品位度が高 く,他 国 に対 し
ては,政 府開発援助(ODA)が 現地住民 のために
正 しく運用 され,モ ノ,カ ネの取 り引 も市民的合
理性で貫 かれ,正 しい人間的交流感 をもった態度
で望 んでいるか どうかであると思 う。 ところが 日
本 は経済大国 にな ったが生活水準 は二流 であ り,
環境水準 は三流 である。 もちろん名 目1人 当 り,
GDPは 世界 の トップ水準 にあるに して も,生 活
の質 を含めた水準 は二流であ ろう。対外的にみて
世 界経 済 にお ける グローバ リズム と地域 主義 の論理 と現実
も,ODAの 中味をみて も,自 国中心主義であ り,
人 び とのアジア,人 びとの ラテ ンアメ リカ,人 び
とのアフ リカとの下か らの交流 を通 じてODAを
見直すべ きであろ う。世界の人 びとは,日 本 の生
活者が グローバル化の中で,主 体的に地域づ くり
を展開す ることを望んで いる。わた くしたちは足
元か ら長期不況 の中で,環 境保全 を前提 に した地
域経済 の活性化政策 を多面的 に打 ち出すべきであ
ろう。伝統的企業,巨 大企業,大 企業,中 小企業,
独立 自営企業が,市 場経済 と大競争の中で民主主
義 のルールを守 り,市 民主体の社会づ くりをねば
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(な お 本 研 究 は,平 成8年 度 か な が わ 学 術 交 流 研 究 財 団 よ り共
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